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1. 調査基本方針(土木) 
1.1.はじめに 

土木の調査対象設備（状態監視保全設備）は、コンクリート躯体と内部防食である。

以下に、調査基本方針を取りまとめる。 

 

1.2.調査単位の検討 

調査単位は、設備単位（中分類）とし、コンクリート躯体と内部防食について調査

を行う。 
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1.3.調査フロー 

調査は、健全度を把握するために実施するものであり、①点検により一定の変状が

認められた場合や②計画的に実施する時期に到達した場合に調査を実施する。調査実

施フローを以下に示す。 

 

 
図 1-1 調査実施フロー 

 
表 1-1 調査概要 

施設 項目 調査概要 

コンクリート 

躯体 

一次調査 

【文献調査、目

視調査】 

・一次調査により、二次調査の必要性を判断する。 

・槽内は水抜きを行わず、可能な範囲で目視調査を実施する（水

処理躯体、汚泥貯留槽等）。 

二次調査 

【詳細試験】 

・一次調査の結果により、二次調査を実施する。 

・コンクリート躯体の二次調査は、主に、はつりによる中性化深

さ試験、鉄筋腐食度試験等を行う。 

・槽内は水抜きを行い、調査を行う（水処理躯体、汚泥貯留槽等）。 

内部防食 

一次調査 

【目視調査】 

・目視調査、 pH 測定により、健全度を算出し、改築修繕の必要

性の判断を行う。 

・槽内は水抜きを行わず、可能な範囲で目視調査を実施する（水

処理躯体、汚泥貯留槽等）。 

　共通フロー

　コンクリート躯体フロー

　内部防食フロー

調査計画

②計画的に実施する時期
に到達した場合

劣化現象の推定
（中性化、硫酸による腐食）

二次調査の実施
（各種試験の実施）

健全度の評価
【劣化原因の確定、健全度評価】

改築修繕の必要性の判断

①点検により一定の変状
が認められた場合

一次調査
【文献調査，目視調査】

劣化の程度の確認
（ひび割れ，鉄筋露出，浮き等）

一次調査
【目視調査】

劣化の程度の確認
（変色・変形・損傷・ｐH値等）

健全度の評価

改築修繕の必要性の判断

・文献調査で該当項目がある

・劣化の程度が大きい場合

健全度2

健全度2以下の場合

劣化の程度が

小さい場合

健全度2を

超過する場合

改築修繕の

必要性なし

劣化の程度が

小さい場合

改築修繕の

必要性なし
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1.4.コンクリート躯体の調査項目の検討 

 一次調査の調査項目 a)

一次調査として、文献調査及び目視調査を行う。構造物の劣化の程度を把握すると

ともにその劣化原因の推定を行い、二次調査（詳細試験）で実施する調査項目や調査

方法を選定するために行なう。二次調査の項目は、一次調査で行われる文献調査及び

目視調査の総合的な結果から判定する。 

 

1) 文献調査 

建築物概要調査では、設計図書の調査、問診を行い、対象建築物固有の条件を調べ、

劣化原因とその進行速度を推測するための参考資料を作成するために行う。 

建築物概要調査では、下記に示す調査項目について調査する。 

 

 ①構造物の規模、構造   ②構造物の用途 ③竣工後の年数 ④地域 

 ⑤環境          ⑥使用材料   ⑦仕上げの種類 ⑧補修歴  

⑨使用上のクレームの有無 ⑩その他特記事項 

 

 調査結果が、表 1-2 の各項目内容に該当しているかどうかを判断し、必要とする二

次調査の項目を選定する。 

 
表 1-2 文献調査結果からの高次診断要否判断 

 項目 判定条件 必要とする 2 次調査項目 

①  経過年数 竣工後 25 年以上経過 中性化、鉄筋腐食 

②  用途 
●劇場など 

●工場 

●中性化 

●中性化、鉄筋腐食、表面劣化 

③  寒冷地域 
寒冷地で表 5-6 の＊4 の 

劣化症状のある場合 

冷害、表面劣化 

④  亜熱帯地域 亜熱帯地域に建物がある場合 ひびわれ、鉄筋腐食 

⑤  臨海地域 海岸線より 1ｋｍ以内のとき ひびわれ、鉄筋腐食 

⑥  特殊環境 

●熱を扱う場合 

●薬品、腐食性ガス、温泉地 の

場合     

●中性化、ひびわれ、強度劣化 

●中性化、鉄筋腐食、ひびわれ、強度劣化、 

表面劣化 

⑦  使用材料 
●海砂、反応性骨材使用のおそれ

のある場合 

ひびわれ、中性化、鉄筋腐食、強度劣化、

表面劣化 

⑧  被災歴 
●火災歴あり 

●震害歴あり 

●中性化、鉄筋腐食、強度劣化、ひびわれ、

表面劣化 

●ひびわれ、大たわみ、中性化、鉄筋腐食 

⑨  
クレームの有

無 

クレームが顕在化しているとき （クレームの内容に応じて判断する） 

出典：鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術 

   

本処理施設は、表 1-2 の中で、②~⑦は該当しないため、①経過年度、⑧被災歴、

⑨クレームの有無を調査する必要がある。 
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2) 目視調査 

目視調査は、顕在化した劣化現象の症状の有無を調査し、症状の程度とその原因と

なっている劣化現象を識別するために行う。主に底板、側壁、天井、柱、天板（天井）

等を調査する。目視調査項目を表 1-3 に示す。 

流入渠、放流渠については、目視不可能であるため、管内カメラ調査にて、顕在 

化した劣化現象の症状の有無を確認する（表 1-7）。 
 

表 1-3 目視調査の調査項目  

 
出典：鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術 

 

コンクリートの劣化現象には、内部の変状が表面に現れないことが多いため、ひび

割れ周辺部やコンクリート表面の変色部分・漏水箇所を主体に打音調査を行うことが

望ましい。 

打音調査は、点検用ハンマーでたたき、打撃音・感触からコンクリートの浮き、剥

離の有無を推測する。打撃音による判断の目安を表 1-4 に示す。 

 
表 1-4 打撃音による判断の目安 

判定 打撃音の例 打撃感触 

健全 清音 
コンコン、キンキン、

カンカン 

力いっぱい打撃可能 

浮き・剥離の

可能性が高い 

乾いた濁音 ポコポコ 力いっぱいたたくと壊れそう

で手加減した打撃となる 湿った濁音 ボコボコ、ゴンゴン 

 
（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

 

定　　義

鉄筋に沿う ●面的にみて配筋の位置と思われる箇所に発生するひびわれ，一般的に鉛直また
 は水平の直線状のパターンを呈する，鉄筋は主筋のほか補助鉄筋も含む

開口周辺の
網目状

●開口の隅角部から発生する斜めのひびわれ
●網目状(必ずしもきれいな矩形をしているとは限らない)のひびわれ，1ｍ以内
　に近寄らないと判別できないような微細なものを除く

その他の ●規則性，不規則性を問わず，上記以外のひびわれ

仕上材においては，軀体から剥離した状態，軀体コンクリートにおいては，鉄筋
のかぶり等が浮いている状態，浮きが仕上材だけか，コンクリート軀体を伴って
いるかは，打診による識別が困難であるので，１次診断では区別しないで扱う

剥　落 仕上材の
コンクリー
トの

●仕上材が剥がれ落ちた状態
●浮いていたコンクリートが，軀体から剥がれ落ちた状態，鉄筋の露出を伴う
　ものと，伴わないものがある
腐食した鋼材のさびが流出して，仕上材またはコンクリートの表面に付着して
いる状態
硬化したコンクリートの表面に出た白色の物質，セメント中の石灰などが水に
溶けて表面にしみ出し，空気中の炭酸ガスと化合してできたものが主成分
コンクリート内部の部分的な膨張圧によって，コンクリート表面の小部分が円
錐形のくぼみ状に破壊された状態

凍害，すりへりなどにより脆弱化したコンクリートの表面，粉状化を含む

カビ，煤煙，コケ類などによる汚れ，エフロレッセンス，さび汚れを除く

過去に漏水現象が生じた形跡，エフロレッセンスを伴うことが多い（目視だけ
では識別しにくいので問診により確認する）
たわみ，傾きにより生ずる異常感，床の振動，建具の開閉感覚などがある（目視
だけでは識別しにくいので問診により確認する）

漏　水　痕　跡

異　常　体　感

ひびわれ

浮　き

劣 化 症 状

さ び 汚 れ

エフロレッセンス

ポップアウト

脆弱化した表面

その他の汚れ
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症状別劣化度の区分を表 1-5 に示す。 

目視調査、打音調査の結果より劣化度区分がⅢ（要調査）となった項目は、 

 

表 1-6 に示す二次調査を行う必要がある。 
 

表 1-5 症状別劣化度の区分 

 
出典：鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ
（健全）

Ⅱ
（放置可）

Ⅲ
（要調査）

鉄筋に 軸方向筋 0本 1～2本 3本以上

沿う 補 助 筋 0～2本 3～4本 5本以上

開口部10箇所当りの本数 0～2本 3～4本 5本以上

見つけ面積当りの発生面積率
5％未満 5％以上

10％未満
10％以上

長さ1ｍに換算したときの100㎡
当たりの本数

0～4本 5～9本 10本以上

発生面積率 1％未満 1％以上
3％未満

3％以上

仕上材のみ 発生面積率 0% 0％以上
1％未満

1％以上

鉄筋露出なし 100㎡当りの箇所数 0箇所 1箇所未満 1箇所以上

鉄筋露出あり 100㎡当りの箇所数 0箇所 1箇所未満 1箇所以上

100㎡当りの箇所数 0箇所 2箇所未満 2箇所以上

100㎡当りの箇所数 0箇所 4箇所未満 4箇所以上

10㎡当りの箇所数 0箇所 1箇所未満 1箇所以上

発生面積率 1％未満 1％以上
3％未満

3％以上

発生面積率 1％未満 1％以上
5％未満

5％以上

建築物全体での有無 0箇所 0箇所 1箇所以上

建築物全体での有無 0箇所 0箇所 1箇所以上

　漏　水　痕　跡

　異　常　体　感

剥
落

リ
ー

ト

コ
ン
ク

表
面
の
状
態

さび汚れ

エフロレッセンス

ポップアウト

表面脆弱化

その他の汚れ

　浮　　き

区分のための単位尺度

長さ1ｍに換算したときの100㎡
当たりの本数

劣　化　度

網目状の

その他の

　症　　状

開口周辺の
ひ
び
わ
れ
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表 1-6 劣化症状と劣化現状の相関マトリックス 

 

 
出典：鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術 

 二次調査の調査項目 b)

コンクリート躯体（土木）の二次調査は、過年数が 25 年程度経過し、悪環境によ

り表面の脆弱性が確認される場合が多いため、コンクリートの中性化深さ試験及び鉄

筋腐食度試験を行うことが一般的である。また、土木構造物の水槽構造物、流入渠、

放流渠は詳細目視調査を併せて行う。 

 

 

1) 詳細目視調査 

詳細目視調査では、水槽構造物（流入渠、放流渠）において、潜行目視調査また

は管内カメラ調査等により調査を行う。潜行目視調査、管内カメラ調査の概要を 

 

表 1-7 に示す。 
 

本処理場の流入渠、放流渠の形状を表 1-8 に示す。 

時間変動流入量の推移から比較的流量の少ない朝方の水位を基準とし、本処理場の

流入渠、放流渠の詳細目視調査方法の選定を行った（表 1-10）。 

流入渠の詳細目視調査は、特殊大口径カメラ調査、放流渠の詳細目視調査は、船型

カメラ調査を導入して調査を行う事例である。

○ ○ ○ 　 △*1 － － － －

○ ○ ○ ○ － － － －

○ ○ ○ － － － ○ 　 △*4

○ ○ ○ 　 △*1 　 △*2 　 △*3 － －

○ ○ ○ 　 △*1 － － ○ 　 △*4

○ － ○ － － 　 △*3 ○ 　 △*4

○ ○ ○ ○ － － ○ －

－ － ○ ○ － － ○ －

－ － － － ○ － ○ 　 △*4

○ － － － ○ － ○ 　 △*4

○ － － － － － ○ －

○ ○ ○ ○ － － ○ －

○ ○ ○ － ○ ○ － －

(備考) *1　漏水の痕跡があるときに調査

*3　異常体感のあるときに調査

*2　異常体感のあるときに調査

*4　寒冷地域であるときに調査

　　浮　き

鉄筋露
出なし

鉄筋露
出あり

　　　　　劣化現象
劣化症状

中性化

網目状の

その他の

仕上材のみ

開口周辺の

鉄筋腐食 ひびわれ 漏　水

ひ
び
わ
れ

強度劣化 大たわみ 表面劣化 凍　害

鉄筋に沿う

その他の汚れ

表
面
の
状
態

　漏 水 痕 跡

　異 常 体 感

○コンク

リート

剥
　
落

さび汚れ

エフロレッセンス

ポップアウト

表面の脆弱化

　 △*4

○ ○ ○ 　 △*1 － 　 △*3 ○ 　 △*4

○ ○ － － 　 △*3 ○
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表 1-7 詳細目視調査の概要（例） 

調査方法 

槽内調査 管内調査（一次調査） 管内調査（二次調査） 

潜行目視調査 管内カメラ調査 大口径カメラ調査 特殊大口径カメラ調査 船型カメラ調査 

適応管径 800mm 以上 180~800mm 500~2000mm 1200~4000mm 1200~4000mm 

対応管路延長 - 5~10m 程度 600m 未満 2,000m 未満 1000mm 未満 

対応水位 
水位 0.5m 未満 

安全な流速であること 
水上部のみ調査 0.5m 以上かつ 0.3~0.4D 

1.00m 以下         

かつ 0.3D 以下 
0.5ｍ以上 

土砂・異物の体積 
作業員が安全に移動で 

きる範囲 
― 10cm まで乗り越え可能 15cm まで乗り越え可能 

異物から水面までの

距離が 0.4m 以上必要 

調査内容 目視可能な範囲を調査 同左 同左 同左 同左 

調査精度 高い やや劣る 普通 やや高い 普通～やや劣る 

備考 

・安全性の配慮が必要 

・詳細目視調査と併せて

中性化試験、鉄筋腐食度

試験を行うことが可能 

・地上部より安全に調

査可能 

・最新の高機能機種

は、10m 以上の構造物

であっても可視可能 

・800mm 以上の TV カメ

ラ調査に一般的に用い

られる 

・開口部がφ600 の場合、

マンホール内での組み

立てが必要 

・大口カメラと比べ、画

質が良好 

・テレビカメラ車と比

較して機械の安定性

が悪い（側視がしづら

い） 
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表 1-8 流入渠、放流渠形状 

 
形状 備考 

流入渠 
口径 HP2400mm  

i=0.8% 長さ 202.3m 

 

放流渠 
ボックスカルバート 

幅 2.3×高さ 2.3×長 184m 
一部サイフォン 

 
表 1-9 時間変動流入量の推移 

 
参考：H23 年度事業計画変更認可申請書 

 
表 1-10 流入渠、放流渠の水深及び適応詳細調査 

 流量 水位 適応詳細調査 備考 

流入渠 ≒3000 ㎥/h ≒0.7～1.0m 特殊大口径カメラ調査  

放流渠 ≒3000 ㎥/h ≒0.4～0.5m 船型カメラ調査 
サイフォン部分は、

目視調査不可 
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目視調査の結果は、観察された変状の種類・程度に応じて表 1-11 に示す 5 段階の

外観変状度で評価する。 

土木構造物のうち水槽構造物、流入渠、放流渠は、一次調査で行う目視調査と二次

調査で行う詳細目視調査の結果を基に外観変状度を評価する。その他の土木構造物

は、1 次調査で行う目視調査を基に外観変状度を評価する。 

 
表 1-11 外観変状度 

外観変状度 劣化状況 

無 コンクリート表面に変状が認められない場合 

Ⅳ ごく軽微なひび割れや錆汁が認められる場合 

Ⅲ ひび割れ、錆汁、剥離、剥落が部分的に認められる場合 

Ⅱ ひび割れ、錆汁、剥離、剥落が連続的に認められる場合 

Ⅰ 
コンクリートの断面欠損が認められ、内部の鋼材の露出や破断が認められる

場合 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

 
【外観変状度Ⅰ】 

 
【外観変状度Ⅱ】 

 
【外観変状度Ⅲ】 

 
【外観変状度Ⅳ】 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

図 1-2 目視調査結果による外観変状度 
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2) 鉄筋腐食度試験 

はつり調査は、かぶりコンクリートをはつり、配筋状況、鉄筋の種類や鉄筋径・腐

食状況・コンクリートの中性化深さ等を目視で確認するために行う。 

調査で実施するはつり調査は、点検では得られない配筋状況（配筋間隔、かぶり）、

鉄筋の種類や鉄筋径、腐食状況等の直接的な情報を得ることを目的として実施する。 

・ 調査箇所は、点検や詳細目視調査において鉄筋に添ったひび割れやひび割れからの

錆汁の滲出等の変状が確認された場所とする。 

・ 調査数は、構造物あたり 3 箇所程度を標準とする。 

・ 調査では、コンクリートを 300mm 角程度の大きさで鉄筋位置まではつり取り、はつ

り深さは、鉄筋表面が現れる程度を原則とする。 

 
図 1-3 はつり調査例 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

 

 鉄筋の腐食状況の評価基準を表 1-12 に示す。 

 
表 1-12 鉄筋の腐食度 

鉄筋の腐食状況 鉄筋の腐食度 

断面欠損が著しい腐食 ① 

浅い孔食等の断面欠損の軽微な腐食 ② 

ごく表面的な腐食 ③ 

腐食なし ④ 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 
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図 1-4 鉄筋の腐食度① 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

  
図 1-5 鉄筋の腐食度② 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

  
図 1-6 鉄筋の腐食度③ 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 
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3) コンクリートの中性化深さ試験 

中性化深さの測定は、コンクリートはつりにより調査を行う。 

・ 中性化深さの測定は、JIS A 1152「コンクリートの中性化深さの測定方法」に準じて

行うことを原則とする。 

・ 中性化試験の測定方法は、点検時でも調査時でも変わらないが、調査では他の調査

項目のためのコアを採取したり、はつり調査を行なっているので、これらを活用し

て中性化試験を行なう。 

・ 調査数は、一施設一階層あたり 3 箇所とする。 

 

中性化試験の作業フローを以下に示す。 

 

 

①仕上げ材がある場合はそれを 10×10cm 角程度で取り除き、

コンクリートを直径 5~10cm 程度をはつり、ノミで V カット

する。 

 

 

 

②はつった表面にあるコンクリート粉末をエアー等で除去す

る。 

 

 

 

③はつり面に JIS K 8006 で規程されている 1％フェノールフ

タレイン溶液を噴霧する。 

 

 

 

④コンクリート表面から赤着色部までの距離を深さ計を用い

て測定し、中性化深さとする。 

 

 

 

⑤はつり穴を耐久性のある材料（樹脂モルタル・膨張モルタ

ル）で修復する。 

図 1-7 中性化試験作業フロー 

               （参考：鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術） 
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中性化試験の評価方法を表 1-13 に示す。 

 
表 1-13 塩化物イオン量と塩害による鋼材の腐食可能性評価 

中性化残り 中性化による鉄筋腐食の可能性 

0mm 未満 腐食が生じうる 

0mm 以上、10mm 未満 
場合によっては中性化による腐食が生じる可

能性がある 

10mm 以上、30mm 未満 
将来的には中性化による腐食が生じる可能性

がある 

30mm 以上 
当面の間は、中性化による腐食が生じるおそれ

はない 

   （参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

中性化深さの測量結果をもとに将来の進行予測も併せて行うとよい。 

中性化の進行は、コンクリートの品質や環境条件（温度、湿度等）等の影響を受け 

る。中性化の進行は、一般に時間の平方根に比例するとされている。 

 

  ｙ＝ｂ ｔ  

    ｙ：中性化深さ（mm） 

    ｔ：材齢（年）（一般には竣工後の年数） 

    ｂ：中性化速度係数（mm/ 年 ） 

 

 測定で得られた平均中性化深さ（ｙ）と調査対象構造物（部材）の材齢（ｔ）か

ら、中性化速度係数（ｂ）を求める。 

 求められた中性化速度係数（ｂ）を用いて、将来における中性化深さの予測を行

う。 

 鉄筋かぶりから対象とする材齢での推定中性化深さを差し引き、予測したい時点

での中性化残りを求める。 
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 健全度評価 c)

目視調査結果、コンクリートの中性化深さ試験結果及び鉄筋腐食度試験の結果を基

に健全度の判定を行う。 

施設の総合健全度は、図 1-8 に示すとおり、構造物の現状及び劣化原因ごとの劣化

程度の健全度を算出し、低い方の健全度を採用する。 

 

 

 
 

図 1-8 健全度評価フロー 

 

① 構造物の現状 

目視調査やはつりだした鉄筋の腐食状況から、筋の腐食に伴う構造物の性能低下や

補強・補修の必要性について評価する。 

② 劣化原因ごとの劣化の程度 

構造物の劣化原因に関連した調査を行って、今後、構造物の劣化が進行する可能性

が高いか否かを評価する。 

 
表 1-14 総合健全度評価基準 

健全度 躯体の状態 

5 調査を実施した時点では、構造物は劣化しておらず、劣化の兆候も認められない段階。 

4 

調査を実施した時点では、構造物は劣化していないと考えられる段階。ただし、劣化

因子の侵入等が見られることなどから、今後、場合によっては鋼材が腐食しやすい状

態へと移行する可能性もある。 

3 

調査を実施した時点では、鋼材の腐食はごくわずかか、認められない状態であり、構

造物が劣化しているとは判断しづらいが、今後、鋼材が腐食しやすい状態へと移行す

る兆候が認められる段階。 

2 
調査を実施した時点では、腐食による鋼材の軽微な断面欠損が見られるなど、構造物

の劣化が進行していると考えられる段階。 

1 
調査を実施した時点で、腐食による鋼材の著しい断面欠損が見られるなど、構造物は

著しく劣化しており、耐荷性能の低下も懸念される段階。 

※健全度 5 は建設時の状態を示している。 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

健全度の低い方を総合健全度として採用

目視調査結果 鉄筋腐食度試験結果

健全度（①構造物の現状）

施設の総合健全度

中性化深さ試験結果

健全度（② 劣化原因ごとの劣化の程度）
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1) 構造物の現状に対する評価 

構造物の現状に関する評価を以下に示す。 

 
表 1-15 構造物の現状の程度に関する健全度評価 

 
（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

2) 劣化原因ごとの劣化程度に関する評価 

中性化に対する健全度評価を以下に示す。 

 
表 1-16 中性化に対する健全度評価 

中性化残り 健全度 

0mm 未満 2 

0mm 以上、10mm 未満 3 

10mm 以上、30mm 未満 4 

30mm 以上 5 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

 

3) 調査表（躯体） 

コンクリート躯体の調査表を以下に示す。 
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1.5.内部防食の調査項目の検討 

防食塗装の調査は、目視調査を行う。 

 

 目視調査 a)

防食塗装の劣化が進行すると塗装表面の変色、浮き、剥離等の変状が顕在化するた

め、食塗装の変状状況を目視調査で確認する。調査手法は、点検と同じである。 

 

(1)目視調査では、目視による観察、および簡易な測定器具を用いた測定により行う。 

(2)目視調査では、①硫黄の析出、付着②硫酸による変色③浮き④膨れ⑤剥離⑥付着物 

表面及び付着物除去後の表面 pH を確認する。 

 
表 1-17 調査内容（目視調査） 

 
 

 

 目視調査による判定 b)

目視調査による健全度の判定表を以下に示す。 

変形・変色・損傷の健全度と pH 値の健全度を算出し、低い方を総合健全度として 

採用する。 

 

 
表 1-18 健全度の判定（防食塗装） 

 
 

 

 調査表（内部防食） c)

調査表（内部防食）を以下に示す。 

調査項目 調査内容 調査方法

硫黄の析出、付着

変色

浮き

膨れ

剥離

付着物の表面pH

付着物除去後の表面pH

有無の確認

pHの確認

目視、写真

pH試験紙

変色・変形・損傷等 pH値

5
設置当初、硫黄の析出・付着、硫酸による変
色、浮き、膨れ、剥離が見られない。

設置当初、防食被覆層表面のpHが7以上。

4
硫黄の析出・付着、硫酸による変色、浮き、
膨れ、剥離がほとんど見られない。

防食被覆層表面のpHが6以上7未満。

3
硫黄の析出・付着、硫酸による変色、浮き、
膨れ、剥離が認められる。

防食被覆層表面のpHが4以上6未満。

2
硫黄の析出・付着、硫酸による変色、浮き、
膨れ、剥離が目立つ。

防食被覆層表面のpHが4未満。

健全度
判断基準
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1.6.調査頻度の検討 

コンクリートの劣化、腐食を考慮して調査頻度は、硫化水素ガス濃度が高い腐

食環境下にある施設と腐食環境下にない施設に区別して調査計画を策定する。 

 図 1-9 及び表 1-19 から、本処理場で腐食環境下にある施設は、流入渠、汚水沈

砂池、曝気沈砂池、最初沈殿池、汚泥濃縮タンク、汚泥貯留槽とする。 

また、本処理場の塩素滅菌棟（地下）、塩素混和池、放流ポンプ棟（地下）及び

放流渠において、著しい劣化が見られるため腐食環境下とした。 

次ページ以降に本処理場の腐食環境下にある設備を示す。 

 

 
図 1-9 下水道施設における硫化水素ガスが発生しやすい部位 

出典：下水道コンクリート防食工事施工・品質管路の手引き（Ｈ25） 

 

 
表 1-19 硫酸によるコンクリート腐食が発生しやすい施設・部位 

 
出典：下水道コンクリート防食工事施工・品質管路の手引き（Ｈ25） 
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調査頻度は、構造物の重要度や周辺環境、従前の定期点検結果、調査を実施すること

により得られる調査結果の有用性と調査による構造物への影響等を考慮して選定す

る必要がある。調査間隔の標準値を下表に示す。 

 
表 1-20 調査間隔（状態監視資産の場合） 

 
 

表 1-21 地域区分 

周辺環境 地域 
道路橋示方書に 

おける対策区分 

厳しい 

海からの飛来塩分の影響が大きいと考えられる地域、また

は融雪剤、凍結防止剤（塩化カルシウム、塩化ナトリウム）

が年間で 30 日以上散布される地域 

ＳまたはⅠ 

やや厳しい 

上記以外で、海からの飛来塩分の影響があると考えられる

地域、または融雪剤・凍結防止剤（塩化カルシウム、塩化

ナトリウム）が散布される地域 

ⅡまたはⅢ 

普通 上記以外にもあてはまらない地域 影響地域外 

（非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

 

 腐食環境下にある施設は、一次調査間隔を 5 年とし、腐食環境下にない施設は、一

次調査間隔を 10 年とする。 

 

 

 

 

 

厳しい やや厳しい 普通 厳しい やや厳しい 普通

①コンクリートの表面変状 5年 10年 10年 5年 10年 10年

②鉄筋表面の変状 10年 10年 10年 5年 10年 10年

③塩化物イオン 10年 10年 10年 5年 10年 10年

10年 10年 10年 5年 10年 10年

⑤鉄筋位置・かぶり※2 10年 10年 10年 5年 10年 10年

⑥コンクリートの品質 10年 10年 10年 5年 10年 10年

※1周辺環境については、地域区分を参照すること
※2二度目以降の調査では、過去の調査記録を確認することを標準とする。
※3ここでは、構造物に付属する装置（橋梁上部構造における伸縮装置等）の補修や、構造物の耐震性能向上のための補強等，
コンクリート部材の劣化に起因しない補修・補強は含まない。

周辺環境※1

調査項目

修復履歴なし 修復後※3

供用中の構造物の点検間隔

④中性化深さ
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1.7.調査計画 

 調査年度 a)

コンクリート躯体、内部防食の一次調査間隔、腐食環境下にある施設の調査間隔は、

5 年、腐食環境下にない施設の調査間隔は 10 年とする。 

コンクリート躯体の二次調査は、25 年経過した施設を対象にはつり調査による中

性化深さ試験、鉄筋腐食度試験を実施する計画とする。 

調査間隔は、腐食環境下にある施設の調査間隔は、10 年、腐食環境下にない施設

の調査間隔は、20 年とする。 

 

 優先順位の検討 b)

過年度の耐震診断調査において、コンクリートのコア抜き調査を実施し、コンクリ

ート躯体の中性化状況を確認している建物については、前回のコア抜き調査後、腐食

環境下にある施設は、5 年、腐食環境下にない施設は、10 年を目途に一次調査を行う。   

また、二次調査は、前回のコア抜き調査後、腐食環境下にある施設は、10 年、腐食

環境下にない施設は、20 年を目途に行う。 

過年度に、コンクリートのコア抜き調査等を実施していない建物については、初年

度（2017 年度）に一次調査・二次調査を行う計画とする。 
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2.調査基本方針(建築) 
2.1.はじめに 

建築の調査対象設備（状態監視保全設備）は、躯体、屋根防水、外装（外壁仕上）

である。以下に調査基本方針を取りまとめる。 

 

2.2.調査単位の検討 

調査単位は、設備単位（中分類単位）とし、躯体、屋根防水、外装（外壁仕上）に

ついて調査を行う。 
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2.3.調査フロー 

調査は、健全度を把握するために実施するものであり、①点検により一定の変状が

認められた場合や②計画的に実施する時期に到達した場合に調査を実施する。調査フ

ローを以下に示す。 

 

 

 
 

図 2-10 調査実施フロー 

  

調査計画

①点検により一定の変状が
認められた場合

②計画的に実施する時期に
到達した場合

改築計画の立案

改築計画の立案

劣化原因の推定
（中性化、硫酸による腐食）

二次調査の実施
（各種試験の実施）

健全度の評価
【劣化原因の確定、健全度評価】

改築修繕の必要性の判断
【修繕の有無等の判断】

一次調査
【目視調査、打診調査、作動調査】

健全度の評価

改築修繕の必要性の判断
【修繕の有無等の判断】

一次調査
【文献調査，目視調査】

劣化の程度の確認
（ひび割れ，鉄筋露出，浮き等）

劣化の程度が

大きい場合

劣化の程度が

小さい場合

健全度

2以下の場合

健全度2を

超過する場合

健全度2を

超過する場合

健全度

2以下の場合

※1 打診調査は外装のみ行う

※2 作動調査は外部建具のみ行う

改築修繕の

必要性なし

改築修繕の

必要性あり

改築修繕の

必要性あり

改築修繕の

必要性なし

　共通フロー

　躯体フロー

　屋根防水、外装



－25－ 

 

表 2-1 調査概要 

項 目 調 査 概 要 

一次調査 

躯体 目視調査により、躯体の劣化状況を確認し、二次調査の必要性を判断する。 

屋根防水 
目視調査により、調査対象の健全度を確認する。 

屋根防水および外装については、一次調査の結果により、対策の検討を行う。 
外装 

二次調査 

躯体の二次調査は、主に、はつりによる中性化深さ試験、鉄筋腐食度試験等

を行う。 

二次調査の結果により、対策の検討を行う。 
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2.4.調査項目の検討 

 躯体 a)

躯体の一次調査は、目視調査を行う。（土木躯体の一次調査に準じる） 

目視調査は、顕在化した劣化現象の症状の有無を調査し、症状の程度とその原因と

なっている劣化現象を識別するために行う。主に外壁、内壁、スラブ、柱、梁等を調

査する。目視調査項目を表 2-2 に示す。 

 
表 2-2 目視調査の調査項目  

 
出典：鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術 

 

コンクリートの劣化現象には、内部の変状が表面に現れないことが多いため、ひび

割れ周辺部やコンクリート表面の変色部分・漏水箇所を主体に打音調査を行う。 

打音調査は、点検用ハンマーでたたき、打撃音・感触からコンクリートの浮き、剥

離の有無を推測する。打撃音による判断の目安を表 2-3 示す。 

 
表 2-3 撃音による判断の目安 

判定 打撃音の例 打撃感触 

健全 清音 
コンコン、キンキン、
カンカン 

力いっぱい打撃可能 

浮き・剥離の可

能性が高い 

乾いた濁音 ポコポコ 力いっぱいたたくと壊れそうで手

加減した打撃となる 湿った濁音 ボコボコ、ゴンゴン 

（参考：非破壊試験を用いた土木コンクリート構造物の健全度診断マニュアル） 

  

定　　義

鉄筋に沿う ●面的にみて配筋の位置と思われる箇所に発生するひびわれ，一般的に鉛直また
 は水平の直線状のパターンを呈する，鉄筋は主筋のほか補助鉄筋も含む

開口周辺の
網目状

●開口の隅角部から発生する斜めのひびわれ
●網目状(必ずしもきれいな矩形をしているとは限らない)のひびわれ，1ｍ以内
　に近寄らないと判別できないような微細なものを除く

その他の ●規則性，不規則性を問わず，上記以外のひびわれ

仕上材においては，軀体から剥離した状態，軀体コンクリートにおいては，鉄筋
のかぶり等が浮いている状態，浮きが仕上材だけか，コンクリート軀体を伴って
いるかは，打診による識別が困難であるので，１次診断では区別しないで扱う

剥　落 仕上材の
コンクリー
トの

●仕上材が剥がれ落ちた状態
●浮いていたコンクリートが，軀体から剥がれ落ちた状態，鉄筋の露出を伴う
　ものと，伴わないものがある
腐食した鋼材のさびが流出して，仕上材またはコンクリートの表面に付着して
いる状態
硬化したコンクリートの表面に出た白色の物質，セメント中の石灰などが水に
溶けて表面にしみ出し，空気中の炭酸ガスと化合してできたものが主成分
コンクリート内部の部分的な膨張圧によって，コンクリート表面の小部分が円
錐形のくぼみ状に破壊された状態

凍害，すりへりなどにより脆弱化したコンクリートの表面，粉状化を含む

カビ，煤煙，コケ類などによる汚れ，エフロレッセンス，さび汚れを除く

過去に漏水現象が生じた形跡，エフロレッセンスを伴うことが多い（目視だけ
では識別しにくいので問診により確認する）
たわみ，傾きにより生ずる異常感，床の振動，建具の開閉感覚などがある（目視
だけでは識別しにくいので問診により確認する）

漏　水　痕　跡

異　常　体　感

ひびわれ

浮　き

劣 化 症 状

さ び 汚 れ

エフロレッセンス

ポップアウト

脆弱化した表面

その他の汚れ



－27－ 

 

目視調査、打音調査の結果より、変状度の評価が表 2-4 おいてⅠ、ⅡまたはⅢとな

った場合には、二次調査を行う計画とする。 

 
表 2-4 状度の評価基準 

変状度 評価基準 

無 コンクリート表面に変状が認められない場合 

Ⅳ ごく軽微なひび割れや錆汁が認められる場合 

Ⅲ ひび割れ、錆汁、剥離、剥落が部分的に認められる場合 

Ⅱ ひび割れ、錆汁、剥離、剥落が連続的に認められる場合 

Ⅰ コンクリートの断面欠損が認められ、内部の鋼材の露出や破断が認められる場合 

 

 

躯体の二次調査については、コンクリートの中性化深さおよび鉄筋腐食度調査を行

う。なお、過年度にコンクリートの圧縮強度試験を行っていない建物については、コ

ンクリートの圧縮強度試験を行う計画とする。 

 

コンクリートの中性化深さおよび鉄筋腐食度調査については、1.4 コンクリート躯

体の調査項目の検討 b)2)鉄筋腐食度試験および b)3)コンクリートの中性化深さ試験

に準じる。 

 

コンクリートの圧縮強度試験の概要については、以下に示す。 

圧縮強度試験は、JIS A 1107「コンクリートからのコアの採取方法及び圧縮強度試

験方法」、JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に準じて行うことを原則と

する。 

コアの採取は、階ごとに 3 本以上を基本とする。 

 
 試験手順 

①コンクリート構造物からコアドリルを用いてコアを採取する。φ100mm でコアを採取できな

い箇所は粗骨材の最大寸法の 3倍以上を満足する径でコアを採取する。 

②採取したコアの両端面を研磨して整形した後、コア供試体の直径および高さ、質量を測定す

る。 

③圧縮試験機に供試体を設置し、一様な速度で荷重を加え供試体が破壊するまでに試験機が示

す最大荷重を測定する。 

 ④圧縮強度ｆcを次式によって算出し、有効数字 3けたに丸める。 

   ｆc＝
Ｐ

π






ｄ

２
 

２
  

  

 

 ⑤供試体の高さと直径との比が 1.90 より小さい場合は、試験で得られた圧縮強度に表 2-5 補

正係数を乗じて直径の 2倍の高さをもつ供試体の強度に換算する。 

ここに Ｐ：最大荷重  （Ｎ） 

ｄ：供試体の直径（mm） 
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表 2-5 補正係数 

高さと直径との比 h/d 補正係数 備考 

2.00 1.00 

h/d がこの表に表す値の中間にある

場合、補正係数は、補間して求める。 

1.75 0.98 

1.50 0.96 

1.25 0.93 

1.00 0.87 

    備考 表中に示す補正係数は、補正後の値が 100N/mm2以下のコンクリートに適用する。 

 

 圧縮強度試験の算定 

   構造強度の算定には平均値から標準偏差の 1/2 を差し引いた値を用いる。 

 

平均値：
n

XXX
X n


21  

 

標準偏差：

 

1

1

2










n

XX
n

i

i

  

 

推定強度： ）（σσ 2/ XB  

 
 

出典：「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準同解説」 
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 屋根防水 b)

屋根防水の一次調査は、目視調査を行う。 

 

1) 目視調査 

屋根防水の劣化が進行すると、内部への漏水、防水層の破断、はく離等の変状が顕

在化するため、防水の変状状況を目視調査にて確認する。 

目視調査では、①漏水②防水層の変状を確認する。 

 
表 2-6 調査内容（目視調査） 

防水種別 調査項目 調査内容 調査方法 

押え層のある 

アスファルト防水 

漏水 漏水またはその痕跡の有無 

目視、写真 

押え層の劣化 
押えコンクリートおよび伸縮

目地等の劣化有無 

押え層のない 

アスファルト防水 

漏水 漏水またはその痕跡の有無 

防水層の破断 有無の確認 

防水層のはく離 有無の確認 

防水層の接合部のはく離 有無の確認 

シート防水 

漏水 漏水またはその痕跡の有無 

防水層の破断 有無の確認 

防水層のはく離 有無の確認 

防水層の接合部のはく離 有無の確認 

塗膜防水 

漏水 漏水またはその痕跡の有無 

防水層の破断 有無の確認 

防水層のはく離 有無の確認 

防水層の接合部のはく離 有無の確認 

 

2) 目視調査による判定 

 目視調査による健全度の判定表を以下に示す。 

表 2-7 全度の判定（防水） 

健全度 
判定基準 

漏水 防水層 

5 
屋根防水の下部天井面において、漏水または

漏水痕跡が認められない 

防水層の破断、はく離、接合部のはく離、押

え層の劣化等が認められない 

4 
防水層の破断、はく離、接合部のはく離、押

え層の劣化等がほとんど認められない 

3 
屋根防水の下部天井面において、漏水または

漏水痕跡が認められる 

防水層の破断、はく離、接合部のはく離、押

え層の劣化等が認められる 

2 
防水層の破断、はく離、接合部のはく離、押

え層の劣化等が多数 認められる 

1 
屋根防水の下部天井面において、漏水または

漏水痕跡が 2 箇所以上 認められる 
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 外装 c)

外装仕上げの一次調査は、目視調査を行なう。 

 

1) 目視調査 

外装仕上げの劣化が進行すると、仕上材表面の劣化、浮き、剥離、内部への漏水等

の変状が顕在化するため、仕上げの変状状況を目視調査にて確認する。 

目視調査では、目視による状況調査のみとする。 

 
表 2-8 調査内容（目視調査） 

仕上種別 調査項目 調査内容 調査方法 

外装 

（複層塗材） 

（塗装） 

漏水 漏水またはその痕跡の有無 

目視、写真 

吹付け層、塗装面のひびわれ 有無の確認 

吹付け層、塗装面の浮き、はがれ 有無の確認 

吹付け層、塗装面の白亜化 有無の確認 

吹付け層、塗装面の摩耗 有無の確認 

シーリングの破断 有無の確認 

 

 

2) 目視調査による判定 

 目視調査による健全度の判定表を以下に示す。 

表 2-9 健全度の判定（外装） 

健全度 
判定基準 

漏水 仕上表面 

5 

内壁面において、漏水または漏水痕跡が認め

られない 

吹付け層、塗装面の割れ、はがれ、白亜化お

よびシーリングの破断等が認められない 

4 

吹付け層、塗装面の割れ、はがれ、白亜化お

よびシーリングの破断等がほとんど認められ

ない 

3 

内壁面において、漏水または漏水痕跡が認め

られる 

吹付け層、塗装面の割れ、はがれ、白亜化お

よびシーリングの破断等が認められる 

2 
吹付け層、塗装面の割れ、はがれ、白亜化お

よびシーリングの破断等が多数 認められる 

1 
内壁面において、漏水または漏水痕跡が 4 箇

所以上 認められる 
 

 

屋根防水および外装における劣化の実例を以下に示す。 
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各調査単位の調査票を以下に示す。 
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2.5.調査頻度の検討 

建築の一次調査は、躯体、屋根防水および外装を対象とする。 

躯体については、腐食環境下にない施設となることから、調査頻度は 10 年とする。 

屋根防水および外装の調査は、躯体と同時期に行う事を基本とする。これは、建物 

の防水工事には、基本的に「防水工事保証制度」というものがあり、材料メーカー、

施工業者、元請け業者の 3 者からの保証がある。防水の種別、新築・改築によって年

数には違いがあるが数年～10 年間が一般的であることから、保証期間が切れる 10 年

を一次調査の頻度とする。 

 

建築の二次調査は、躯体のはつり調査を対象とする。調査の実施については、一次

調査の結果によりその必要性を判断する。コンクリートコア抜き調査によりコンクリ

ートの圧縮強度および中性化深さ、はつり調査により鉄筋の腐食状況を確認する。 

 

建築の一次調査については、躯体、屋根防水および外装仕上げについては、同時期

に調査を行うことを基本とする。二次調査が必要な場合には、一次調査の翌年に二次

調査を行う。 
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2.6. 調査計画 

 調査年度 a)

コンクリート躯体、屋根防水および外装の一次調査間隔は 10 年とする。 

コンクリート躯体の二次調査は、一次調査の結果によりその必要性を判断する。必

要と判断された場合には、一次調査の翌年に二次調査を行う計画とする。 

 

 優先順位の検討 b)

各建物の一次調査については、竣工後 20 年以上経過して屋根防水および外装仕上

げの劣化状況を調査していない建物については、初年度（2017 年度）に調査を行う計

画とする。 

二次調査については、過年度の耐震診断調査においてコンクリートのコア抜き調査

を実施し、躯体の中性化状況を確認している建物については、前回のコア抜き調査後

10 年を目途に二次調査を行う。 
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3. 調査基本方針(機械設備) 
3.1.はじめに 

機械設備の調査対象設備（状態監視保全設備）は、主ポンプ、ブロワ、汚泥掻寄機、

散気装置、汚泥脱水機等主機に該当する 400 点である。以下に、調査基本方針を取り

まとめる。 

 

3.2.調査単位の検討 

機械設備の調査単位は、設備単位（「下水道施設の改築について（下水道事業課長

通知）」に規定する別表における小分類単位）と主要部品単位に大別される。 

設備単位の調査では、主に物理診断(発錆等)のほか、機能(処理能力等)、運転状況(振

動、温度等)を確認する。一方、主要部品単位の調査では、機器を分解して調査する

ため機能・運転状況は確認できず、主要部品ごとに物理診断を実施する。 

調査単位の区分のイメージを図 3-1 に示す。 

 

 

●一次調査：設備単位での調査：設備単位での調査  

●二次調査：部品単位での調査：主要部品単位での調査 

 

 

 
図 3-1 一次調査と二次調査のイメージ 

 

 

 

 

 

一次調査：分解調査せず、設備単位で
健全度評価を行う活動

ケーシング

羽根車
主軸 電動機

軸受

ポンプ

診断項目 内容

機能面診断 能力低下等の確認

物理診断
設備全体として劣化の確認
（劣化の度合い、範囲）

運転状況診断 振動、温度、吐出圧、絶縁抵抗等

主軸、羽根車等の部品単位ではなく、設備全体と
して確認できる項目で健全度評価

二次調査：部品単位で健全度評価を行う
活動（分解調査等）

主軸、羽根車等の部品単位毎に健全度評価

主要部品 診断項目 診断

腐食

亀裂・変形・損傷

磨耗

腐食

亀裂・変形・損傷

磨耗

腐食

亀裂・変形・損傷

磨耗

主軸

羽根車

ケーシング

度合い、範囲

度合い、範囲

度合い、範囲
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各設備の調査単位は、設備の重要度に応じた調査単位を設定する。各設備に重要度

ランク(S〜D ランクの 5 段階)を設定し、S ランクは、定められた時期に部品単位の調

査(二次調査)を行うものとし、A〜C ランクは設備単位の調査(一次調査)を行い、その

結果が悪かった場合のみ部品単位の調査(二次調査)を行うものとする。また、D ラン

クは、設備単位の一次調査のみを行うものとする。調査方法の設定イメージを図 3-2

に示す。 

 

 
図 3-2 調査方法の設定イメージ 

 

なお、重要度ランク S〜D は、該当設備が主機か否か、予備機の有無等を加味して

設定する。各重要度ランクの定義を表 3-1 に示す。重要度ランクの設定における予備

機の考え方を以下に示す。 

 

 

【予備機の考え方】 

予備機には、①台数予備②機能予備の考え方がある。それぞれの考え方は以下のと

おりである。 

①台数予備：機器の予備機を持つことにより、当該機器に不具合が生じた場合のバッ

クアップとなる。→例：汚水ポンプ、汚泥ポンプ、送風機 

②機能予備：当該機器に不具合が生じた場合に、他系列への切り替え、他系列の機器

の運転時間延長、人力等で当該機器のバックアップとなる。 

→例：汚泥脱水機、し渣搬送コンベヤ 

事後保全
・点検による不具合の発見

予防保全
・点検による不具合の発見

・調査（劣化診断・寿命予測）→予防対応

一次調査
（設備単位）
（ 1〜2年）

二次調査
（部品単位）

定められた
時期に実施

二次調査
（部品単位）

一次調査
（設備単位）
（ 1〜2年）

対策の検討

ランクＳ ランクＣ ランクＤ

二次調査
（部品単位）

定められた
時期に実施

ランクＡ・Ｂ

一次調査
（設備単位）
（1〜2年）

二次調査
（部品単位）

ランク別の調査

調査は、状態監視保全の設備に対し、一様に行うのではなく、
重要度をさらにランク別し、調査方法を構築

CBM：Condition Based Maintenance

CBM CBM CBM CBM

TBM

TBM：Time Based Maintenance

S：主機で不具合により、大きな人災・
二次災害を起こす設備

Ａ：主機に該当する設備でかつ、予備機
或いは代替手段がない設備

Ｂ：主機に該当する設備で、予備機或い
は代替手段がある設備

Ｃ：補機に該当し、予備機又は代替
手段がない設備

Ｄ：補機に該当し、予備機或いは代替
手段がある設備
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表 3-1 重要度ランクの概要及び対象機器の例 

重要度 

ランク 

概要（上段） 

対象機器の例（下段） 

S 

①不具  ①故障等が発生した場合、大きな人災や二次災害を起こす設備 

（焼却設備、消化タンク設備等） 

②当該機能の主たる目的を直接達成できる機能を有する機器（主機） 

※上記①、②の両方に該当する機器を対象とする。 

例：焼却炉本体  

A 

①当該機能の主たる目的（止水、しさ処理、沈砂処理、揚水、水処理等） 

を直接達成できる機能を有する機器（主機） 

②代替手段がない或いは予備機がない機器 

※上記①、②の両方に該当する機器を対象とする。 

【主機かつ予備機無し】 

 

B 

①重要度Ｓ、Ａ以外で、当該機能の主たる目的（止水、しさ処理、沈砂処理、揚水、水

処理等）を直接達成できる機能を有する機器（主機） 

②代替手段がある或いは予備機がある機器 

※上記①、②の両方に該当する機器を対象とする 

【主機かつ予備機有り】 

 

C 

①主機を運転するために必要な機器 

②代替手段をとることができない或いは予備機がない機器 

※上記①、②の両方に該当する機器を対象とする。 

【補機かつ予備機無し】 

 

D 

①主機を運転するために必要な機器 

②代替手段がある或いは予備機がある機器 

※上記①、②の両方に該当する機器を対象とする。 

【補機かつ予備機有り】 

 

 

 

項目 
予備機の有無 

予備機無し 予備機有り 

主機 A ランク B ランク 

補機 C ランク D ランク 
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一次調査と二次調査の特徴及び役割を表 3-2 に示す。調査コスト、執行体制におい

て比較的に簡易的にできる一次調査に対し、二次調査は設備分解を要するため、専門

的な知識・技術が必要となる。 

 
表 3-2 一次調査及び二次調査の特徴と役割 

比較項目 一次調査 二次調査 

特徴 

・設備全体で調査を行う 

・調査時間が比較的短時間で済む 

 

・調査に要するコストが比較的安価 

・異状の有無は把握できるが、原因部位の

確実な特定は困難である 

・調査内容は以下の通り 

 ①物理面診断（破損、腐食） 

 ②運転状況診断 

 ③機能面診断 

・設備を分解し、部品単位で調査を行う 

・分解を要するため調査時間が比較的長時

間かかる 

・調査に要するコストが比較的高価 

・部品単位で調査するため、不具合の原因

を特定することができる 

・調査内容は以下の通り 

 ①物理面診断（破損、腐食） 

 ②運転状況診断※ 

  ※部品がユニット化しており、分解が

困難で物理面診断ができない場合 

役割 
・年１回程度行い異状の有無を把握する 

・二次調査必要性の判断材料となる 

・定期的に行い、異状の原因部位を把握す

る 

 

一次調査(設備単位)と二次調査(部品単位)の調査結果は、該当設備が有する機能、

状態を示す指標である健全度で表すこととする。機器単位、主要部品単位の健全度を

表 3-3、表 3-4 に示す。 

 
表 3-3 機器単位の健全度 

健全度 運転状態 措置方法 

5 

（5.0～4.1） 
設置当初の状態で運転上、機能上問題ない 措置は不要 

4 

（4.0～3.1） 

設備として安定運転ができ、機能上問題ないが劣化の兆候
が現れ始めた状態 

措置は不要 

消耗部品交換等 

3 

（3.0～2.1） 

設備として劣化が進行しているが機能は確保できる状態 

機能回復が可能 

長寿命化対策や修繕によ
り機能回復する 

2 

（2.0～1.1） 

設備として機能が発揮できない状態、または、いつ機能停
止してもおかしくない状態等。機能回復が困難 

精密調査や設備の更新等、
大きな措置が必要 

1 
動かない 

機能停止 
ただちに設備更新が必要 

 
表 3-4 部品単位の健全度 

健全度 運転状態 措置方法 

5 

（5.0～4.1） 
部品として設置当初の状態で運転上、機能上問題ない 措置は不要 

4 

（4.0～3.1） 
部品の機能上問題ないが劣化の兆候が現れ始めた状態 

措置は不要 

要観察 

3 

（3.0～2.1） 

部品として劣化が進行しているが部品の機能は確保でき
る状態。機能回復が可能 

修繕により機能回復する 

2 

（2.0～1.1） 

部品として機能が発揮できない状態で設備としての機能
への影響がでている。または、いつ機能停止してもおか
しくない状態等。機能回復が困難。 

交換が必要 

1 
著しい劣化 

設備の機能停止 
ただちに交換が必要 
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3.3.調査項目の検討 

調査項目について、物理診断、運転状況診断、機能診断の観点から取りまとめる。

各診断項目の概要を以下に示す。 

 

○物理診断：破損(変形、破壊、摩耗)、腐食について、目視により定量的に調査する。 

○運転状況診断：動作状況、異音、がたつきなどを対象に測定機器(振動計等)を用い

て調査する。 

○機能診断：能力低下、能力不足の有無を確認する。 

 

各診断の調査項目の詳細を以下に示す。 

 

 物理診断(劣化に関する調査) a)

劣化のメカニズムを図 3-3 に示す。劣化には「力学的ストレス」と「化学的ストレ

ス」があり、それぞれ破損（変形、破壊、摩耗）、腐食に分けられる。劣化に関する

調査では、これらの項目を評価するものとする。 

 

 

 

 
図 3-3 劣化のメカニズム 

 

 

 

劣化 破損 変形 座屈

降伏

塑性崩壊

クリープ

応力弛緩

破壊 延性破壊

ぜい性破壊

疲労破壊 高サイクル疲労，低サイクル疲労
低温疲労，高温疲労
熱疲労，転動疲労，フレッチング疲労
熱疲労，転動疲労，フレッチング疲労

環境破壊 腐食疲労，応力腐食割れ，水素損傷
エロージョン
中性子照射ぜい化

凝着摩耗摩耗

アブレシブ摩耗

腐食摩耗

疲労摩耗

フレッチング摩耗

腐食 全面腐食，局部腐食，孔食，盆状腐食

粒界腐食，選択腐食，ナイフライン腐食

はく脱腐食，すきま腐食

ガルバノ腐食，流動腐食，生物学的腐食

土壌腐食，大気腐食，高温腐食

腐食 破損
複合

劣化

【化学的ストレス】 【力学的ストレス】
【力学的ストレス】

【化学的ストレス】
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破損（変形、破壊、摩耗）、腐食は目視による定性的な調査が主体となる。 

定性的な目視調査は、調査担当者の感覚によって評価される。調査担当者の感覚の

ブレを最小限にするために劣化の度合いと範囲をそれぞれ３ランクで評価し、その組

合せで総合評価を行うこととする。（ランクを細分化すると感覚では評価できず、人

によってバラツキが発生しやすくなる。）目視の定性的な評価基準を表 3-5 に定性的

な評価を定量化(健全度評価)する基準を表 3-6 に示す。 

 
表 3-5 目視による評価基準 

評価区分 評   価   内   容 

劣化 

の 

度合 

大 
劣化の進行が著しく、機能に支障が生じる可能性が大きく、緊急に対応する必要があ

る。 

中 劣化が進行しているが機能に支障が生じる可能性は小さい。 

小 劣化の進行が小さく、機能に殆ど影響がない。 

劣化 

の 

範囲 

多 劣化が広範囲に広がっている状態（設備又は部品の 60％以上）。 

中 劣化の範囲が中ぐらいの状態（設備又は部品の 30%以上 60%未満）。 

少 劣化の範囲が少ない状態（設備又は部品の 30％未満）。 

 

 

 
表 3-6 目視による定性評価を定量化（健全度評価）する基準 

最終的な健全度の数値としては、10 段階評価を 5 段階評価に補正する。 

①劣化の度合い

②劣化の範囲 少 中 多 少 中 多 少 中 多

健全度（10段階） 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1

健全度（5段階補正） 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 1.0 1.0

大劣化
なし

小 中
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【参考：錆の度合「大」】 

錆の進行によって膨れや剥離等が生じており、ケレンを実施した場合、状況がさら

に悪化することが予想され復旧が困難な状態。 

【錆の度合「中」】 

錆の進行によって塗装が剥離し鉄表面が露出しており、ケレンを実施し再塗装する

ことで復旧が可能な状態。 

【錆の度合「小」】 

錆の影響により表面の変色が始まっているが早急な対策は必要ない状態。 

 

以下に錆の各度合いの例を示す。 

【錆の度合い「大」】 

 



－50－ 

 

【参考：錆の度合い「中」】 
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【参考：錆の度合い「小」】 
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 運転状況診断 b)

動作状況に関する調査は、設備を動作（運転）させて不具合の有無を確認するもの

である。 

動作状況等の評価基準を表 3-7 に示す。動作状況のうち、目視確認、がたつき・異

音は聴覚確認を行うものとする。電流値、発熱、絶縁抵抗値は、設備ごとに設定され

た規定値を確認し動作状況診断を行う事とする。 

 
表 3-7 動作状況等の評価基準 

 

 

 

 

 

 

5.0 4.0 3.0 2.0 1.0

動作状況
新設又は新設時と同等の
動作が可能な状態

経年劣化は見られるが、正
常な運転ができる状態

動作不良を起こすこともあ
り、劣化の進行が懸念され
る状態

動作するが機能を発揮で
きない状態

動作しない状態

振動・異音 異音が無い状態 異音の兆候がある状態 異音が発生している状態
著しい異音が発生している
状態

-

がたつき
がたつきが見られない状
態

がたつきの兆候が見られる
状態

がたつきが発生している状
態

著しいがたつきが発生して
いる状態

がたつきにより設備が動作
しない状態

電流値 電流値が規定値内の状態 - - 電流値が規定値外の状態 -

発熱
発熱温度が規定値内の状
態

- -
発熱温度が規定値外の状
態

-

絶縁抵抗値
絶縁抵抗値が規定値内の
状態

- -
絶縁抵抗値が規定値外の
状態

-

健全度
項目
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【振動測定について】 

回転機械に異常が生じると多くの場合、振動の大きさや性質が変化する。近年、機

械を停止・分解することなく、振動を測定・解析し、異状の有無や異状内容を診断す

る技術が確立されてきた。振動の測定モードと異状振動源は、表 3-8 に示すとおりで

ある。 

 
表 3-8 振動の測定モードと異状振動源 

測定モード 振動の種類 周波数領域 異状振動源の種類例 

変 位 

（振幅） 
低周波 数百 Hz まで 

アンバランス、ミスアライメント、オイルウィップ、

軸の曲がり、ゆるみなど 

速 度 中周波 １kHz 以下 
歯車の振動、回転軸ミスアライメント、曲がり、流体

力による振動、アンバランスなど 

加速度 高周波 １kHz 以上 
ころがり軸受のきずによる衝撃波、音響振動、摩擦

（音）振動、歯車損傷など 

 

診断方法には大きく、簡易診断と精密診断がある。また、簡易診断には、相対判定

法、相互判定法、絶対値判定法の３種類がある。 

振動測定は、ポータブルな測定装置で容易に測定することが可能である。 

 

 

[簡易診断] 

①相対判定法 

  対象設備の同一個所を定期的に測定し、初期値或いは正常値の何倍になったかで

判定する。傾向管理方式ともいう。 

 

②対値判定法 

  絶対的な基準値と比較して判定するもので図 3-4～図 3-8 に示すように変位、速

度、加速度それぞれについて判定基準が示されている。変位、速度については、JIS

及び ISO で判定基準が示されているが加速度については、振動測定器メーカーによ

って判定基準が異なるので使用する測定器の判定基準に即して評価する必要があ

る。   

 

③相互判定法 

 同一・同種類の他設備の振動値と比較して判定する。 
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図 3-4 振動全振幅データによる絶対値判定基準（ポンプ） 

（JIS B8301 に準拠） 
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図 3-5 振動全振幅データによる絶対値判定基準（送風機） 

（メーカー資料より） 
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図 3-6 振動全振幅データによる絶対値判定基準（三相誘導電動機（かご型）） 

（メーカー資料より） 
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図 3-7 振動速度データによる絶対値判定基準（JIS・ISO 規格） 

 

 
図 3-8 振動加速度データによる絶対値判定基準（イメージ例） 

 

 

[精密診断] 

精密診断では、表 3-9 に示すように、加速度データを用いて周波数解析を行い、こ

ろがり軸受の傷による衝撃波、音響振動、摩擦（音）振動、歯車損傷などを診断する。 

周波数解析とは、高速フーリエ変換（略称 FFT：Fast Fourier Transform）により時間

軸の振動波形を周波数領域に変換し、周波数成分や位相を観察し、周波数が発生する

原因を調査・検討・考察するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

振動速度
のrms値
（mm/s）

Class1 Class2 Class3 Class4

A

D

A
A

AB

B

C B

C B

D

C

D
C

D

0.71mm/s

1.12mm/s

1.8mm/s

2.8mm/s

4.5mm/s

7.1mm/s

11.2mm/s

18mm/s

Class 1
全体の構成要素の一部として組み込まれたエンジンや機械
(15kW以下の汎用電動機等)

Class 2
特別な基礎を持たない中型機械(15kW～75kWの電動機等)、
及び堅固な基礎に据え付けられたエンジン又は機械(300kW以下)

Class 3 大型原動機又は、大型回転機で剛基礎上に据え付けられたもの

Class 4
大型原動機又は、大型回転機で比較的柔らかい
剛性をもつ基礎上に据え付けられたもの
(出力10MW以上のターボ発電機セット及びガスタービン等)

ゾーンA 新設された機械の振動値が含まれるゾーン (→ 優） 

ゾーンB 何の制限もなく長期運転が可能なゾーン (→ 良） 

ゾーンC 長期の連続運転は期待できないゾーン (→ 可） 

ゾーンD 損傷を起こすのに十分なほど厳しいゾーン (→ 不可） 
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表 3-9 異状現象と発生周波数 

 
 

[振動診断結果を活用した健全度評価] 

振動診断結果を活用した健全度評価は、表 3-10 に示すように絶対値判定結果を健

全度に置き換える。 

振動診断の分析では、絶対値判定結果に基づく健全度評価だけでなく図 3-9、図 

3-10 に示すような相対判定（傾向管理）も実施し両方の結果を用いて対策の必要性を

判断することとする。 

健全度３以上の範囲にある機器については、図 3-10 に示すように上昇傾向(劣化傾

向)にある場合は改築の必要性を検討するが図 3-9 に示すように上昇傾向(劣化傾向)

にない場合は経過観察(維持)とする。 

 
表 3-10 絶対値判定法による健全度評価 

 
 

5 4 3 2 1

変位（振幅） 基準値以上 ―

速度 ゾーンＡの範囲 ゾーンＢの範囲 ゾーンＣの範囲 ゾーンＤの範囲 ―

加速度 「良い」の範囲 「やや悪い」の範囲 「悪い」の範囲 ―

― ― ―
不具合が発見

された状態
―

絶対値判定による健全度

簡易
診断

精密診断

診断項目
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図 3-9 相対判定（傾向管理）のイメージ例１ 

 

 
図 3-10 相対判定（傾向管理）のイメージ例２ 

 
 

 機能診断 c)

機能面に関する調査は、対象設備について能力低下や能力不足の有無を確認し問題

がある場合は、健全度が 2.0 の状態と評価する。 

 

 

表 3-11 に一次調査票例を表 3-12 二次調査票例を示す。 

 

 

 

 

 

基準値

注意値

危険値

振
動

速
度

又
は

加
速

度

経過時間

過去の測定結果
今回の測定結果

基準値

注意値

危険値

振
動

速
度

又
は

加
速

度

経過時間

過去の測定結果

今回の測定結果
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表 3-11 一次調査の健全度表例 

 
 

 

 

 

 

 

■設備全体の評価、機能面、物理面、運転状況で総合的に診断する。 

①機能面では能力低下、能力不足等を確認し、機能面に問題ありの場合は、健全度 2とする。 

②物理面では、腐食、変形・損傷、磨耗を考慮し、平均点を健全度とする。 

  （4.5＋4.5＋5.0）／3＝4.7 

③運転状況では、動作状況、振動・異音、がたつきを確認し、最低値を健全度とする。 

④機能面、物理面、運転状況の健全度の最低値を採用値とする。 



－61－ 

 

表 3-12 二次調査の健全度表例 

 
 

調査票の 

や動作状況の確認を行っていることを考慮し、3 年に 1 回程度 

 

■状態が把握できる主要部品は、物理診断で（腐食、変形等）で評価点を算出する。 

２）レーキ・レーキアームの場合 

① 腐食、磨耗、亀裂・変形・損傷から評価を行い、最低値は、腐食の劣化度合い「中」×劣化

範囲「中」の評価となり、10 段階評価では、5点となる。 

② 健全度は、10 段階から 5段階へ補正することで算出する。 

健全度＝5/10×5.0＝2.5 
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3.4.調査頻度の検討 

調査は、一次調査と二次調査に大別される。 

一次調査は、状態監視保全設備全てに対して実施するものとし維持管理の保守作業

において、物理的な劣化や動作状況の確認を行っていることを考慮し 3 年に 1 回行う

こととする。 

一次調査の頻度は、表 3-13 に示すとおり、浄化センター(水処理設備、汚泥処理設

備)、2 箇所のポンプ場の一次調査を 3 ヶ年周期で行うこととする。 

 
表 3-13 機械設備一次調査頻度案 

 

 

 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 …

沈砂池・送風機・水処理設備等 ○ ○ ○

汚泥処理設備 ○ ○

○ ○

甲府STP

項目

住吉P・池添P
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状態監視保全設備

二次調査に分解を要し、

分解に専門的な技術を要する。

調査：メーカー実施

費用：比較的高価

(例：汚水ポンプ、送風機)

調査：調査実施

費用：比較的安価

(例：自動除塵機、汚泥掻寄機)

送風機

汚水ポンプ_住吉P

自動除塵機

汚泥掻寄機

(他都市)

図 3-4 二次調査分類イメージ
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